































であり, 年以降は年周期で総務省統計局 (とその前身) によって各年月日現在で
実施されている｡ 同じく総務省統計局が毎月実施している労働力調査が労働力方式 (アクチュ
アル・ベース)による就業・不就業の把握であるのに対して, 就業構造基本調査には有業者方




























) 雑誌 『統計』 年月号掲載の ｢特集 平成年就業構造基本調査を迎えて｣ の各記事参照｡




査の結果によれば, 共同住宅地区が多い地区 (特にオートロック・マンション, ワンルームマンショ
ンのある地区)の回収率は, 一戸建地区よりもかなり低かった｡ 総務省統計局 ()
) 就業構造基本調査の調査客体数は, 
年調査約万世帯, 年調査約万世帯, 年調







) 総務省統計局 () 封入提出された場合は, 無記入のチェックが難しい｡ 国勢調査の封入提出率
は, 年調査は％, 年調査は	％であったので, 就業構造基本調査でも増加傾向にあると
考えられる｡ 総務省統計局 (	)







率と ｢調査不能｣ の場合の理由の内訳を継続的に公表している｡ 表－は, 年・年・
年就業構造基本調査のそれぞれ約か月前に実施された ｢国民生活に関する世論調査｣
の性・年齢別および地域別回収率と ｢不能理由｣ の内訳である｡ この調査は, 全国の歳以
上の個人を対象にほぼ同様の調査内容について個人面接方式で年以上にわたってほとんど
毎年実施されている)｡ 全国についての回収率は, 年代前半までは％前後の水準であっ




明している｡ 表－によれば, 回収率は世帯を客体とする各統計調査においても共通に ｢不
詳｣ が多い属性 (若年層・男性・大都市居住者)が他の属性よりも低率となっている｡ このよ
うな傾向は, この調査において年以上にわたって共通にみられる｡ 年調査では抽出標
本全体のうち ｢調査不能｣ が約
％に達している｡ その理由の中では ｢拒否｣ が年代前
半以降継続的に増加しており, 以前から多かった ｢一時不在｣) (夜間・早朝だけ在宅の場合






口は約万人である｡ 越前市企画部情報統計課 () 独立行政法人統計センター ()










) 内閣府政府広報室によって毎年実施されている ｢社会意識に関する世論調査｣ ｢外交に関する世論調
査｣ の年齢別性別回収率・調査不能の理由の内訳にもほぼ同様の傾向が認められる｡
また, 生活時間に関する年齢層別の調査結果)から判断して ｢一時不在｣ のかなりの部分は














実施時期 年 年 年
月～月 月～月 月
実施期間 日間 日間 日間
計画標本数 人 人 人
回収率 (％)
全体   
男性   
～歳   
男性   
女性   
～歳男性   
東京都区部   
政令指定都市)   
人口万人以上の都市   
人口～万人の都市   
人口万人未満の都市   
町村   
調査不能 (人)
合計   
拒否   
一時不在   
転居   
長期不在   
住所不明   
その他 (病気など)   
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) 甲・乙両調査票で集計した結果｡ ) 国民生活基礎調査の推計値の単位は万世帯｡
(出所) 総務省統計局 ()・総務省統計局 ()・総務省統計局 ()・厚生労働省 ()・






なる記入または意識的な無記入 (申告)→④意識的ではない無記入｣ に分類できる｡ これらの
ケースは, 回収された調査票の記入内容から作成される集計表の中では①②は脱落, ③のう
ちの無記入と不完全記入および④は各項目ごとに ｢不詳｣ ｢分類不能｣ の該当数として表示さ
れることになる｡ このうち ｢分類不能｣ の該当数は各統計調査の結果において回答が選択式で




















































歳以上 就業者 有業者 就業者







































































































































) ｢卒業｣ ｢在学｣ の別不詳｡ ｢卒業学校の種類不詳｣ ｢在学学校の種類不詳｣ は除外｡ ) ｢就業｣
) 労働力調査は年平均｡ ｢教育程度｣ は特定調査票による集計｡ 年以前の ｢個人年収額｣ は労
	) 月日現在で実施｡ ｢月末週の就業状態｣ は年・年調査にだけに設けられた｡

) 月日現在で実施｡ ) 国民生活基礎調査は年以降年ごとに大規模調査｡ それ以外の
) 月日現在で実施｡ ) 最新年次の調査の客体数｡ 国民生活基礎調査の ( )内は, 大規模
ある｡ 左側から客体数 (世帯数) が少ない統計調査の順に配置した｡ 就業構造基本調査の客体
数は, これらの各統計調査の中では中程度の規模といえる｡
調査項目別にみると, ｢教育程度｣ のように人格的評価に関わるとみられがちな項目や勤務
先の具体な名称と関連が強い ｢産業｣・課税への利用が想起されがちな ｢年収額｣ などの情報
の提供に抵抗感が強い項目)の ｢不詳｣ 該当数が一般に多い (後掲表－参照)｡ 他方, 客
体数が少ない調査の方が, 同じ調査項目の ｢不詳｣ ｢分類不能｣ 該当数は一般に少ない｡ 各統
年就業構造基本調査結果の精度の概況
――
) 年国勢調査の事後調査の際に実施された ｢世帯アンケート｣・内閣府政府広報室 ｢個人情報保
護に関する世論調査｣ などによる｡ 総務省統計局 () 内閣府政府広報室 ()
｢分類不能｣ 該当者数の対比
(単位	調査客体数は万世帯, ｢不詳｣ 等の該当者は万人)





















































































































































は相当数の ｢不詳｣ ｢分類不能｣ の発生が認められる｡
また, 継続調査において同一の質問文・選択肢が使用されている期間には ｢不詳｣ ｢分類不
能｣ の該当数は, 多少の例外はあるものの後の年次ほど一般に増加する傾向が認められる)｡





つぎに各統計調査の報告書に掲載されている集計表)における ｢不詳｣ ｢分類不能｣ 該当数
の表示の状況に触れておこう｡ 表－には, 就業構造基本調査・労働力調査・国民生活基礎
調査の集計表における調査項目ごとの ｢不詳｣ ｢分類不能｣ 該当数の表示の状況 (○独立の
集計項目として該当数自体が明示されている場合／△｢総数｣ と他の分類項目との残差とし
て算出できる場合)／×残差としての算出が不可能の場合／該当数が ｢｣ の場合)) を示






) 就業構造基本調査の ｢個人年収額｣ 項目の ｢不詳｣ 該当数が年以降減少している理由について
は, 表－(後掲)に関連した説明の中で触れた｡
) 印刷報告書が未刊行の場合は, 各実施機関のサイトに収録されている集計表を代用した｡
) 総数および ｢不詳｣ ｢分類不能｣ 以外のすべての分類項目について該当数が示されていれば, ｢不詳｣
｢分類不能｣ 該当数の算出は可能である｡
) ｢有業／無業の別｣ の項目は, それぞれの場合に記入すべき項目群が調査票の冒頭部分において分岐





査項目における ｢不詳｣ ｢分類不能｣ の該当数の年以降の推移)および年調査にお




) 表－では省略したが, 年調査における	歳以上人口の ｢職業訓練・自己啓発の有無不詳｣
は約
万人, 有業者の ｢副業の有無不詳｣ は約
万人(年調査では約	
万人)であった｡
) 集計表での項目名は ｢所得｣ であるが, 調査票における表記は ｢年収額｣ である｡
表－ 最新年次の集計表における ｢不詳｣ ｢分類不能｣ 該当数の表示状況
○該当数を表示している表あり｡ △残差として算出可能な表あり｡














配偶関係 × △ ○
	歳以上
人口全員
世帯主との続柄 △ ○ △
年齢 － ○ ○
教育程度 △ △ －
従業上の地位 △ ○ ○




産業 ○ ○ 項目なし
職業 ○ ○ ○
企業規模 △ ○ ○
就業時間 △ ○ ○
年間所得額 △ △ －
直近の就業状態) △ ○ 項目なし
無業者または
完全失業者
求職活動の有無 △ △ 項目なし
前職の有無 △ △ 項目なし
就業希望者 希望する仕事の形 ○ △ ○
世帯主の年齢 △ △ ○
世帯全体 所得の種類 △ 項目なし ×
年間所得額 △ 項目なし ○
) ｢基礎調査票｣ による基本集計および ｢特定調査票｣ による詳細集計｡
) 大規模調査年｡
) 就業構造基本調査は月末週｡ 労働力調査は各月末週｡ 国民生活基礎調査は	月中｡
｢不詳｣ ｢分類不能｣ の該当数の年以降の推移をみると, ｢有業者｣ の ｢個人年収額｣ を
除くほとんどの項目において継続的に増加している｡
年調査において ｢不詳｣ が特に多い項目は 歳以上全員についての ｢教育程度｣
(万人)・｢年以内の就業異動｣ (万人), ｢有業者｣ の ｢個人年収額｣ (		万人)
および世帯の ｢年収額｣ (

万世帯)であり, ｢分類不能｣ が特に多い項目は ｢産業｣ (
万人)・｢職業｣ (
万人) である｡ これらの項目は, 年国勢調査の事後調査の際に実
施された ｢世帯アンケート｣・内閣府政府広報室 ｢個人情報保護に関する世論調査｣ の結果な
どにおいて回答に対する抵抗感が特に強いと指摘されたものが多い)｡ このうち ｢産業｣ 項
目は調査票では具体的な企業名・事業所名などを記入しなければならない ｢事業所の名称｣ 項
目の次に配置されているので, 回答の際の抵抗感が特に強かったのではないかと考えられる｡

































  － 	
 － 
年 	 




   	 － 
年 

    － 	 － 










全国 －  	 	  	 	
～歳 －      
男性) －   	 
  (	)






    	
女性 － 	  
   	
単身世帯 	 － －  
  －
男性 	 － － 	
 
  －
) ｢分類不能｣ は ｢産業｣ ｢職業｣ のみ｡ 他の項目は ｢不詳｣｡ ) 年は単身世帯に関するもの｡
	) 該当率は日以上の就業者および日未満の規則的就業者に対するもの｡ ) 年までは
(万人)・｢公務 (他に分類されない)｣ (万人)に匹敵し, ｢金融・保険業｣ (万
人)を上回る ｢大きな産業｣ となっている)｡
なお, ｢個人年収額｣ 項目における ｢不詳｣ だけが		年以降継続的に減少している主な原




年調査の結果における ｢不詳｣ ｢分類不能｣ の該当率の水準を属性別にみると,
大半の項目において若年層・男性・単身世帯の該当率が最も高くなっている｡ これらの属性が







































選択 記入 記入 選択 選択 選択 選択 選択 選択 記入
      (	)   


      () 	 － 


   
 	  	 	  











 	 	  
    	

  	   









     
	  － － －

     
    －

 





 	 	 
	 
	  － － －




－ － － － － － － － － －
) ｢未就学者｣ を含む｡
｢雇用者｣ ｢自営業者｣ のみ｡ ) ｢継続年数｣ の該当率は～歳に関するもの｡
｢個人年収額｣ では, 自営業世帯関連の上述の理由から農業就業者の比率が大きい県)におい
て ｢不詳｣ が高率となっている｡
｢不詳｣ ｢分類不能｣ の該当率は, 年調査までは東京都区部などの大都市が各項目とも
全国最高であったが, 年調査ではこれらの大都市よりもいくつかの項目において該当率
が高い都市が大都市圏の中心部以外の地域に出現している｡
そこで ｢不詳｣ ｢分類不能｣ の該当率を地域別に詳しくみてみよう｡ 表－には年調
査・年調査において該当率が特に高い地域における ｢年前の常住地不詳｣ ｢就業異動不








｢産業｣ など項目において該当率が全国最高であり, 岡山県および倉敷市でも ｢月末週の
就業状態｣ など項目において全国最高となっている｡
このような ｢不詳｣ ｢分類不能｣ の該当率が若年層・男性・大都市所在地域・人世帯にお
いて高い傾向は, 労働力調査, 国民生活基礎調査, 国勢調査, 住宅・土地統計調査などの世帯
を客体とする他の統計調査の結果にも共通にみられる
つぎに ｢不詳｣ ｢分類不能｣ の該当率が高い調査項目の間の関係をみてみよう｡ 表－には,
｢産業｣ ｢職業｣ ｢教育程度｣ の項目における ｢分類不能｣ ｢不詳｣ 発生の重なりの状況を示し
た｡ ｢産業｣ 項目の ｢分類不能｣ 該当者は約％が ｢職業｣ 項目の ｢分類不能｣ と重なってお
り, ｢職業｣ 項目の ｢分類不能｣ も約％が ｢産業｣ 項目の ｢分類不能｣ と重なっている｡ 一





































形式 選択 選択 選択 選択 記入 選択 選択
年全国 	
 	
 	 	 	 	 	




東京都 集計なし 東京都 東京都 東京都 和歌山県 高知県





集計なし 集計なし 川口市 吹田市 川口市 川口市 川口市
－ － 	 	 	 	

 	
年全国 	 	 	 	 	 	
 	
東京都 	 	 	 	 	 	 	

大都市計 	




 	 	 	 	
仙台市 	 	
 	 	 	 	 	

さいたま市 	 	 	 	 	 	 	
千葉市 	
 	











 	 	 	 	
川崎市 	 	 	
 	 	 	
 	
新潟市 	 	 	
 	 	 	 	
静岡市 	 	 	 	
 	 	 	
浜松市 	

 	 	 	
 	 	 	





 	 	 	 	
大阪市 	 	 	
 	 	 	 	
堺市 	 	 	 	 	 	 	
神戸市 	 	
 	 	




 	 	 	
 	

北九州市 	 	 	 	 	 	 	




岡山県 京都府 京都府 岡山県 神奈川県 高知県 京都府
	 	 	 	 	 	 	

最も高率の都市
倉敷市 川口市 川口市 倉敷市 川口市 川口市 川口市
	 	 	
 	 	 	 	
(両項目は内容上の関連が強く, 調査票では ｢産業｣ 項目の次に ｢職業｣ 項目が配置されてい
る)｡
他方, 両項目の ｢分類不能者｣ における ｢教育程度不詳｣ 率は％前後に達しているが, 
歳以上人口全体に占める ｢教育程度不詳｣ の比率は約％に過ぎない｡ これに対して ｢教育程
度不詳｣ の場合は, 有業者はその約半数であり, さらにその割程度しか ｢産業｣ または ｢職
業｣ が ｢分類不能｣ ではないので, ｢教育程度不詳｣ と両者の間には ｢産業｣ と ｢職業｣ の間
のような強い関連があるとはいえない｡ ｢産業｣ ｢職業｣ 項目への回答に対する抵抗感自体が強
いことのほかに調査票への記入を ｢産業｣ ｢職業｣ 項目の前で中止した場合が含まれている可
能性がある (｢教育程度｣ 項目は調査票の先頭近くに配置されている)｡
つぎに ｢不詳｣ が特に多かった ｢教育程度｣ 項目の調査結果の精度を過去の年次と比較する
ことによって検討してみよう｡ 山田 ()・山田 ()・山田 () などにおいて指摘した
ように若い世代の高学歴化)が急速に進む中で過去の調査時点以前に学校を卒業して ｢教育
程度｣ が変化していない中高年齢層の一部が最近の年次の調査の回答において以前の年次より
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よう｡ 表－は, 年調査と同じ基準日 (月日現在)で初めて実施された年調査
の時点において歳以上であったコーホートの結果について年調査の結果と ｢大学・大
学院卒業者｣ ｢在学者｣ ｢コーホート総数｣ の実数を対比し, 増減率を示したものである	)｡
実数が少ない ｢在学者｣ の増減率は示さなかった｡ 両年次の調査票に設けられている選択肢は,
年調査にだけ ｢専門学校｣ が設けられている点以外は同一である｡
表－によれば, 男女とも各コーホートの ｢大学・大学院卒業者｣ において年前と比べ




％～	％の増加となっている｡ これに対して年時点での ｢在学者｣ は最も若いコー
ホート (歳～歳)を除き実数が少なく, 年時点と比べた年時点における ｢在学
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在 学
～ ～   － －－－ －	  	 － －－－ －
	～	 ～  	 － －－－ － 	 	  －－－ 
	～	 
～
    －－－     －－－ 
～ 
～
    －－－     －－－ 
～ ～    －－－     －－－ 
～ ～    －－－     －－－ 
コーホート
総 数
～ ～   － －   		 － －	 
	～	 ～  





 － －   		 － － 
～ 
～
 	 	 －
 －	  	  － －
 
～ ～  	 －	 －  
 		 －	 － 










｢大学卒業者｣ 数の累計 (通信制)を除く男性約	万人, 女性約	万人)と比較すると,
就業構造基本調査の増加数は男性では ｢大学卒業者｣ 数の累計に対して約		万人下回ってい





大学院卒業者｣ も全体の減少に近い比率で減少するはずである｡ しかし, 上でみたように ｢大
学・大学院卒業者｣ が増加しているコーホートさえある｡ また, 年調査の時点における





つぎに ｢教育程度不詳者｣ に次いで多い ｢産業別有業者｣ における ｢分類不能該当者｣ (全
国総数約	万人)の発生状況を立ち入ってみてみよう｡
まず ｢従業上の地位｣ 別にみると, ｢有業者｣ 全体に対する該当率％と比べて ｢自営業
主｣ (該当率	％)・｢家族従業者｣ (同％) および ｢役員｣ (同
％) では該当率はかな
り低い｡ これに対して ｢役員｣ を除く被雇用者 (同％) では該当率はやや高いが, その中
でも ｢従業上の地位｣ が ｢日雇｣ (同	％)・｢臨時雇｣ (同％)において, また ｢雇用形
態｣ が ｢労働者派遣事業所の派遣社員｣ (同
％)・｢アルバイト｣ (同％)おいて特に高
い｡ ｢雇用形態｣ が ｢契約社員｣ (同％)・｢パート｣ (同
％)である場合においても該当
率はやや高い｡ 店舗などの営業種目に相当する ｢産業｣ 項目の記入漏れがあっても, 自営業世
帯は自宅で就業していることが多いために調査員による補正が容易であったためであろう｡ ま







層が多いと考えられる｡ 文部省 (～			) 文部科学省 (		～		) 文部科学省 (		～		)
) この期間の国外への人口流出／国外からの人口流入は, 絶対数が少ないので影響は小さい｡
) 有業者総数に対する ｢分類不能の産業｣ の比率は, ｢就業日数		日～日｣ が％, ｢同	日
地位が不安定な立場の者の ｢産業｣ 項目の回答に問題が多かったといえる｡
このような ｢産業｣ 項目における属性別の傾向は, ｢職業｣ 項目の ｢分類不能｣ 該当者の発









る｡ ここでの ｢世帯の種類｣ は, 単身世帯か否 (｢一般世帯｣) かによって分類することを意味
する｡ 両調査の調査票に設けられている ｢世帯主との続柄｣ に関する選択肢は就業構造基本調
査の年調査に新設された ｢世帯主の配偶者の父母｣ を除いて同一である｡ すなわち労働





主｣, 女性の ｢その他の親族｣ が少なく, 男女とも ｢単身世帯｣) が多い｡ なお, か月前に
実施された国民生活基礎調査の結果と比べると, 就業構造基本調査の結果には人世帯が多く,
それ以外の世帯が少ないという同様の関係がみられる｡
この ｢世帯の種類｣ 項目と関連が強い ｢世帯人員｣ 別世帯数の結果を次に検討してみてみよ






～日｣ が	％, ｢同日以上｣が	％であったのに対して, ｢同日未満｣では
	％であった｡
) 月次の労働力調査の結果による ｢単身世帯｣ は, 新年度が始まる
月前後に大幅に増加し, それ以外
の時期の変動は比較的小さい｡
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つぎに就業構造基本調査の結果において ｢不詳｣ が特に多かった ｢教育程度｣ の調査結果を,
労働力調査の結果と対比してみよう｡ 表－は, ｢教育程度｣ の調査結果を同年次の労働力調
査の～月分特定調査票による調査結果と年・年について対比したものである｡
両調査の調査票に設けられている選択肢の相違は, すでに指摘した年分の就業構造基本
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反映したものであろう｡ なお, 男性の有配偶者上回り率が最も高いのは東京都区部 (％)である｡
｢卒業者｣ 数では, 就業構造基本調査の結果に労働力調査よりも高学歴者が多く, 表－に
関連して指摘した年調査における学歴の回答の上位への偏りの可能性と対応している結
果といえる｡ ｢在学者｣ では大きな相違は総数にはないが, 就業構造基本調査の結果は女性の
｢大学・大学院｣ において上回っており, ｢高校｣ では男女とも下回っている｡
つぎに ｢不詳｣ が最も多い項目であった ｢個人年収額｣ 項目の結果を検討する｡ 表－は,
年・年就業構造基本調査の ｢個人年収額｣ の調査結果を労働力調査 (特定調査票)の
調査結果と対比したものである｡ 調査票の選択肢の大きな相違は, 就業構造基本調査では, 最
上位の万円以上が ｢～万円｣ と ｢万円以上｣ に分割されているのに対して,
労働力調査では最下位の万円未満が ｢収入なし｣ ｢万円未満｣ ｢～万円｣ ｢～
万円｣ ｢～万円｣ のつに分割されている点である (このほかにも ｢～万円｣
｢～万円｣ ｢～万円｣ の区分も異なる)｡ 就業構造基本調査の結果は, 男女の








年月末 年～月 年月末 年～月

















歳以上総数 	  	 	 	 	  
卒業    	    
大学・大学院   	  	  	 
短大・高専 	 	      		









小学・中学  	  
学校の種類不詳       	 
在学      	 	 	
大学・大学院        
短大・高専 	     	  









小学・中学 	 	  
学校の種類不詳        
教育程度不詳  	    	  
最後にほとんどの項目が有業者方式の把握である就業構造基本調査の中で労働力調査と同じ
月末週の就業状態を対象とする形式の項目 (アクチュアルベース)の結果を比較してみよう｡
表－は, 年月末週の ｢就業状態｣ に関する就業構造基本調査の調査結果を労働力
調査と対比したものである｡ 年の場合, 調査票の選択肢の相違は, 就業構造基本調査の
｢仕事を休んでいた｣ という選択肢が理由別の ｢病気, けがのため｣ ｢育児のため｣ ｢家族の介
護・看護のため｣ ｢休暇のため｣ に分割され, 同じく ｢家事｣ という選択肢が理由別の ｢育児｣
｢家族の介護・看護｣ ｢介護・看護以外｣ に分割されている点である｡ ｢仕事を休んでいた｣ ｢家
事｣ を分割したこれらの選択肢は年就業構造基本調査において新設された｡
両統計の結果の間の大きな差は就業構造基本調査が多い男女の ｢就業状態不詳｣, 女性の
｢家事などのかたわら仕事｣・男女の ｢仕事を休んでいた｣, 就業構造基本調査が少ない ｢仕事
を探していた｣ および ｢通学｣ ｢家事｣ にみられる｡ 就業構造基本調査の結果が大幅に上回っ
ていた ｢不詳｣ は, 労働力調査では男性では ｢その他｣ に, 女性では ｢家事｣ に含まれている
のではないかと推測される｡
このような両統計の相違をさらに年齢層別にみてみよう｡
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に仕事｣ ｢就業状態不詳｣ 以外の実数にはきわめて小さな差しかなく, 男女とも ｢家事｣ ｢おも
に仕事｣ ｢就業状態不詳｣ では就業構造基本調査の結果が労働力調査よりも多く, ｢その他｣ で
は少ない｡ つまり, 仕事以外の活動への従事・休業・求職活動についての結果の相違は, 主に
歳未満の年齢層に関して生じているといえる｡
他方, 両統計の歳未満の年齢層の結果をみると, 差はかなり鮮明である｡ 就業構造基本
調査の結果は男女とも ｢おもに仕事｣ ｢通学｣ では労働力調査よりも少なく, ｢就業状態不詳｣
｢仕事を休んでいた｣ では多い｡ また女性の ｢その他 (高齢者など)｣ ｢家事などのかたわら仕
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おもに仕事   － －％   － －％
通学のかたわらに仕事    ％    ％
家事などのかたわらに仕事   － －％    ％
仕事を休んでいた    ％    ％
仕事を探していた   － －％    ％
通学   － －％   － －％
家事    ％   － －％
その他 (高齢者など)   － －％   － －％
上記以外就業状態不詳    －    －
大都市圏の中心部よりも ｢不詳｣ ｢分類不能｣ 該当率が高い地域が大都市圏の衛星都市・大都
市圏以外の県庁所在地クラスの都市などに出現したことは注目される｡
また, 調査客体数の規模が小さい統計調査と比べて ｢不詳｣ ｢分類不能｣ 該当率が高い傾向
や高学歴・高収入への回答の偏りなどの特徴も前回までの調査とほぼ同様であった｡
世帯を客体とする統計調査の大多数は, 標本調査によって実施されている｡ 標本調査の結果





要といえる｡ 特に ｢不詳｣ ｢分類不能｣ 該当率が高い調査項目の結果や精度が特に低い大都市
圏居住者などが多い属性についての結果の利用には一層の配慮が必要であろう｡
参 考 文 献
以下のうちインターネット上の文書は, 各サイトによる収録を年月に確認した｡ このうち新
聞記事は, 日本経済新聞デジタルメディアが提供している記事データベース ｢日経テレコン｣ に
年月に収録されていたものである｡
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